
部会中間報告（民法（債権関係）部会）

第１ 審議経緯

○ 第１６０回会議（平成２１年１０月２８日開催）において，次のとおり

諮問がされた。

「民事基本法典である民法のうち債権関係の規定について，同法制定以来の

社会・経済の変化への対応を図り，国民一般に分かりやすいものとする等

の観点から，国民の日常生活や経済活動にかかわりの深い契約に関する規

定を中心に見直しを行う必要があると思われるので，その要綱を示された

い。」（諮問第８８号）

○ 上記諮問に応じて民法（債権関係）部会が設置され，平成２１年１１月

以降，平成２２年９月２８日開催の会議を含めて合計１５回の会議を開催。

○ 民法第３編「債権」の規定のほか，同法第１編「総則」のうち第５章（法

律行為），第６章（期間の計算）及び第７章（時効）の規定を検討対象と

し，事務管理，不当利得及び不法行為の規定は，契約関係の規定の見直し

に伴って必要となる範囲に限定して見直し。

第２ 審議スケジュール

○ 改正要綱案を取りまとめる具体的な期限は未定。

○ 平成２３年４月を目途に中間的な論点整理を行ってパブリック・コメン

トの手続に付するという中期的な目標を設定し，現在，これに向けて審議

中。

第３ 審議状況の概要

○ 平成２２年７月までに，債権総則（損害賠償の要件・効果，保証債務の

在り方等），契約総則（解除の要件・効果，危険負担等）及び民法総則（意

思表示，代理制度の在り方，時効制度の在り方等）について審議。

○ 平成２２年９月以降，売買などの各種の契約について審議。

○ 審議と並行して，債権の譲渡禁止特約が企業の資金調達に与える影響や，

不動産の賃料債権による資金調達の実態等について，実態を調査。


